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第 3 章 
 第 3 章では、米国および、ドイツ、共通統合法人税課税ベース(CCCTB:Common Consolidate 





 ドイツでは、「商事貸借対照表の税務貸借対照表に対する基準性の原則」(Pronzip der Maßge 
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の結びつきが存在しないわけではない。内国歳入法(IRC: International Revenue Code)を見て
みると、課税所得は、納税者が継続的に帳簿を付けて利益を算定するために用いられている会














その後、ドイツでは 2009 年 5 月に会計法現代化法(BilMoG:Bilanzrechtsmodernisierung 
sgesetz)が公布された。BilMoG に関しては、「IFRS の全面的な受け入れについては、資本市
場志向の企業に限定したうえで、非資本市場志向の企業については、部分的な受け入れにとど
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そのような状況で、所得税法(Einkommensteuergesetz,EStG)第 5 条 1 項が改正され、逆基準
性の原則が削除されることになった。 
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第 1 章 確定決算主義についての検討 
 





して挙げられたものは、以下の 3 つがある。 
① 商法上の確定決算に基づき課税所得を計算し、申告すること。(法人税法 74 条 1 項) 
② 課税所得計算において、決算上、費用又は損失として経理されていること(損金経理)等を
要件とすること。(法人税法 2 条 25) 
③ 別段の定めがなければ「一般に公正妥当な会計処理の基準に従って計算する」こと(法人税




1 項 法人税法 74 条 1 項 
 
 法人税法 74 条では、「内国法人は、各事業年度終了の日の翌日から二月以内に、税務署長に
対し、確定した決算に基づき次に掲げる事項を記載した申告書を提出しなければならない。」







 法人税法 74 条 1 項について、中里実教授は、「74 条 1 項は、申告の際の課税の具体的な導
き方に関する手続き的な規定であると考える。」「22 条 4 項の趣旨をうけて、課税所得計算が
                                                 
18吉村政穂「確定決算主義」『租税判例百選(第５版)』有斐閣 2011 年 12 月 110 項 
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商法上確定計算書類に基づいて行われるべきことを規定したのが 74 条 1 項であり、したがっ




ず、手続きの具備を要求していることからも、74 条 1 項は、形式基準であると考えられる20。 
 ただし、必ずしも「確定した決算」の定義は明確ではなく、形式的な要件のみを重視してい
るわけではなく、柔軟性を持った対応がなされている。福岡地裁平成 19 年 1 月 16 日判決にお












 また、名古屋地裁昭和 40 年 2 月 27 日判決では、「決算書が株主総会の承認を得ているかど
うかにより、当該納税申告書の効力に消長を及ぼすものではない」とされているほか、東京地




2 項 損金経理 
 
                                                 
19中里実「企業課税における課税所得算定の法的構造(五)」法学協会雑誌 100 巻 9 号 1983 年 9
月 1557 項 
20岸田貞夫「確定決算(基準)主義についての一考察」『拓殖大学経営経理研究』74 号 2005 年 3
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22松宮隆、山下元利、忠佐市、渋谷健一、居林次雄、武田昌輔「座談会―昭和 40 年度改正法
―法人税法整備の問題点」『税経通信』20 巻 4 号 1965 年 172 項-173 項 
23成宮哲也「損金経理についての若干の検討―減価償却資産の償却費を中心として」『税研』26
巻 5 号 2011 年 3 月 87 項 






























                                                 
25品川芳宣「IFRS の任意適用に向けて(7)IFRS 導入と法人税法との関係」『旬刊商事法務』1891
巻 2010 年 2 月 28 項 
26品川芳宣『課税所得と企業利益』税務研究会出版局 1982 年 1 月 
27柳田仁｢法人税法上の減価償却に関する基礎的考察--その意義および平成 19・20 年度の改正









54 条 1 項の規定による取得金額に満たない場合、その満たない金額 
(ⅴ) 減価償却資産について計上した除却損又は評価損の金額のうち損金の額に算入されなか
った金額 




② 繰延資産の償却費(法人税法 32 条) 
 創立費、開業費等のように、個人または法人が支出する費用のうち、支出の効果が支出の日
以後 1 年以上に及ぶものが繰延資産である28。繰延資産に関しては、法人税法第 32 条におい
て、損金の額に算入される金額は、その内国法人が損金経理をした金額のうち、償却限度額に
達するまでの金額としている。 
③ 特別の事由がある場合の資産の評価損(法人税法 33 条 2 項) 
 法人税法は、実現した収益や損失のみを益金や損金に算入することを原則とするため、法人
が、その有する資産の評価替えをして、その帳簿価格を減額しても、その減額した部分の金額




としている(法人税法 33 条 2 項)。 
④ 交換により取得した固定資産の圧縮記帳(法人税法 50 条) 
⑤ 貸倒引当金勘定等への繰入額(法人税法 52 条、法人税法 53 条) 
⑥ 少数の減価償却資産の取得価額(法人税法施行令 133 条) 
⑦ 少数の繰延資産の支出額(法人税法施行令 134 条) 
                                                 
28金子宏『租税法(第 16 版)』弘文堂 2011 年 4 月 313 項 
 11 
 
⑧ 換地処分等に伴い取得した資産の圧縮記帳(租税特別措置法 65 条) 
 
3 項 公正処理基準 
 













②平成 7 年 4 月 25 日高松地裁判決 
「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準の中心をなすのは、企業会計原則等の計算規定
であり、これに確立した会計慣行も含まれる」 
③平成 11 年 12 月 21 日福岡地裁判決 
「法人税法 22 条 4 項は、現に法人のした課税計算が法人税法の企画する公正な所得計算とい
う要請に反するものでない限り、課税所得の計算もこれを是認するのが相当であるとの見地か
ら、収益及び損金の額を公正妥当処理基準にしたがって計上すべきものと定めたものと解され






                                                 















































4 項 小括 
  
 以上のように確定決算主義には、3 つの要素があると考えられる。一つ目は、法人税法第 74









3 つ目は、法人税法 22 条 4 項の公正処理基準である。法人の各事業年度の所得の金額は、
                                                 
30平成 3 年 12 月 19 日大阪高等裁判所判決では、公正処理基準の趣旨と意義について、「法人




31金子宏『租税法(第 16 版)』弘文堂 2011 年 4 月 283 項 
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年 9 月 8 項 
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 法人税は、法人の所得に対して課税されるものである。法人税法 21 条 1 項には「内国法人
の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を控除し




び損金の額は、22 条 2 項又は 3 項で例示的に法定されているものの、所得については規定が
ないため、解釈に委ねられることになる36。 





                                                 
35柳祐治｢税務会計研究の方法論｣『税務会計研究』20 号 2009 年 17 項 
36品川芳宣「法人税の課税所得の本質と企業利益との関係」『税務大学校論叢 40 周年記念論文





除外していることを意味するといわれる37。例えば、平成 5 年 11 月 25 日の最高裁判所の判決
38では、収益の計上時期につき、収入すべき権利が確定した時として、権利確定主義を採用す
る旨を明らかにしている。 



















                                                 








39水野忠恒『租税法(第 5 版)』有斐社 2011 年 4 月 384 項 
40品川芳宣「法人税の課税所得の本質と企業利益との関係」『税務大学校論叢 40 周年記念論文















 資本等取引について、法人税法 22 条 5 項では、「法人税の資本金等の額の増加又は減少を生
じる取引並びに法人が行う利益又は剰余金の分配(資産の流動化に関する法律第 105 条第 1 項
(中間配当)に規定する金銭の分配を含む。)及び残余財産の分配又は引き渡しをいう」としてい
る。また、資本金等の額については、法人税法 2 条 16 項で、「法人(各連結事業年度の連結所
得に対する法人税を課される連結事業年度の連結法人(以下この状において「連結申告法人」と
いう)を除く。)が株主等から出資を受けた金額として政令で定める金額をいう。」と定めている。
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いう仕組みをとっており、法人税法 22 条 2 項と、3 項の益金・損金の別段の定めがこれにあ
たる49。 
 法人税法 22 条においては、｢内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の
額から当該事業年度の損金の額控除した金額とする｣とされている。益金の額に算入すべき金











2 項 確定決算主義の沿革 
 
1．明治 32 年の所得税法の改正 
 
 日本において、法人の所得に対する課税は、明治 32 年の所得税法の改正により行われるこ
とになった。この改正により、所得は第 1 種所得(法人の所得)、第 2 種所得(公社債の利子)、
第 3 種所得(その他の個人の所得)に分類され、法人の所得は第 1 種所得として課税されること
                                                 
49水野忠恒『租税法(第 5 版)』有斐社 2011 年 4 月 366 項 
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「(確定申告)第 18 条 納税義務アル法人ハ命令ノ定ムル所ニ依リ財産目録、貸借対照表、損益





そして法人税法施行規則第 18 条においては、申告期限について、次のように定めた 
「第 18 条 法人ノ各事業年度ノ所得及資本ハ毎事業年度決算確定ノ日、合併の日又ハ生産着

















同時に改正により、法人税法 2 条 26 号において、「損金経理」という用語が初めて用いられ
ることになった。「損金経理」という用語が用いられる前から、法人税法では、元々、評価、
償却、引当金等の内部取引については、申告調整を認めてはいなかった。これに関して、従来
は、旧法第 18 条または、21 条の「その確定した決算に基き当該事業年度の課税標準たる所得
                                                 






























22 条 4 項との関係で重要な意味を持つものとして、企業会計審議会が昭和 41 年 10 月 17
日に発表した「税法と企業会計との調整に関する意見書」と、税制調査会が昭和 41 年 12 月に
                                                 
56武田昌輔編著『コンメンタール法人税法』第一法規 843 項 
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月 12 項 
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巻 1 号 1967 年 1 月 
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3 節 確定決算主義に関する批判について 
 












 この点に関し、2010 年の日本公認会計士協会の税制調査会研究報告 20 号「会計基準のコン
                                                 
63 清水敬次「株主総会の承認を得ていない決算書に基づく確定申告の適否」『シュトイエル』
52 号 25 項 
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年 116 項 
69品川芳宣「会社法と確定決算基準」『税務会計研究』18 号 2007 年 
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80武田昌輔「法人税の原点を探る(15)確定決算基準主義の帰趨」『月刊税務事例』36巻 12号 2004





第 1 節 国際会計基準に対する日本の対応 
 
1 項 会計基準の国際化に関する動向 
 






(UN:United Nations)、経済協力開発機構(OECD:Organization for Economic Cooperationand 
Development)等に加え、民間機関の、国際会計基準委員会(IASC:International Accounting 
 Standards Committee)等で行われていた。その中で、中心的な役割を果たしていたのは、
IASC である82。その後、IASC は、2001 年に新組織に移行し、国際会計基準審議会(IASB: 






国際会計基準(IFRS:International Financial Reporting Standards)は資本取引のグローバ
ル化が進む中で、有効に機能する会計基準として、比較可能性が確保された高品質の会計基準
であることを目指して作成されるものである。IFRS に関しては、2005 年から EU、スイス、
                                                 
81平松一夫「会計基準国際化の歴史的経緯と今後の課題―調和からコンバージェンスへ」『企業
会計』60 巻 4 号 2008 年 4 月 18 項 
82平松一夫「会計基準国際化の歴史的経緯と今後の課題―調和からコンバージェンスへ」『企業
会計』60 巻 4 号 2008 年 4 月 18 項 
83企業会計基準委員会・財団法人財務会計基準機構日本語訳監修『国際財務報告基準
(IFRSs)2007』レクシスネクシス・ジャパン 2008 年 1 月 18 項 
 31 
 
香港などが導入し、その後、2007 年にニュージーランド、2010 年にブラジル、2011 年に韓
国とカナダが導入をしている。また、2013 年にはタイが IFRS を適用した他、ベトナムも国
内基準のコンバージェンスを進めている。 
 











European Union)による同等性評価であるといわれる85。EU は、2003 年 12 月採択の「目論
見書指令」と 2004 年 12 月採択の「透明化指令」により、2005 年の 1 月から EU 域内の上場







計基準について IFRS と同等といえるかどうかを評価し、EU に対する助言を公表した。CESR
は、日本の会計基準について、全体として同等としながらも、26 項目について差異を指摘し、
                                                 
84平松一夫「会計基準国際化の歴史的経緯と今後の課題--調和からコンバージェンスへ」『企業
会計』60 巻 4 号 2008 年 4 月 19 項 
85平松一夫「コンバージェンス後のわが国会計基準の展望」『企業会計』61 巻 1 号 2009 年 1
月 25 項 






 その後、ASBJ は、国際会計基準審議会(IASB)との間で合意に達し、日本基準と IFRS との
コンバージェンスの期日とそれに至る過程を明確にした「会計基準のコンバージェンスの加速
化に向けた取り組みへの合意」(東京合意)を公表した。東京合意では、重要な差異項目につい
ては 2008 年中に、それ以外の既存の差異項目については、2011 年 6 月末までにそれぞれ改称
することで合意している。2008 年までに差異を解消するか、会計基準が代替可能であると認







平成 9 年 連結財務諸表規則の改正 
平成 10 年 研究開発費等に係る会計基準(平成 20 年に改正) 
退職給付に係る会計基準(平成 20 年に最終改正) 
税効果に係る会計基準 
平成 11 年 金融商品に係る会計基準 
平成 14 年 固定資産の減損に係る会計基準 
一株あたりの当期純利益に関する会計基準(平成 22 年に最終改正) 
平成 15 年 企業結合に係る会計基準 
平成 17 年 役員賞与に関する会計基準 
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準(平成 22 年に改正) 
事業分離等に関する会計基準(平成 20 年に改正) 
ストック・オプション等に関する会計基準 
自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準 
平成 18 年 棚卸資産の評価に関する会計基準(平成 20 年に改正) 
                                                 
87西川郁生｢会計基準のグローバル・コンバージェンスに向けた ASBJ の戦略―東京合意を公
表して―｣『会計基準』18 号 2007 年 9 月 14 項 




平成 19 年 四半期財務諸表に関する会計基準(平成 22 年に最終改正) 
工事契約に関する会計基準 
平成 20 年 連結財務諸表に関する会計基準(平成 22 年に改正) 
金融商品に関する会計基準(平成 20 年に最終改正) 
持分法に関する会計基準(平成 20 年に改正) 
セグメント情報等の開示に関する会計基準(平成 22 年に最終改正) 
資産除去債務に関する会計基準 
賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準 
平成 21 年 会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準 






ため、連結財務諸表と個別財務諸表の両方に IFRS を適用する考え方である。 












                                                 





3 項 中小企業の会計に関する動向 
 
IFRS への対応に関して、中小企業会計に関する議論が行われることになったきっかけとし







とのないよう、必要な措置を行うとする附帯決議が行われている。その後、平成 14 年 6 月に
中小企業庁から、中小企業の会計に関する研究報告書が公表された、これを受けて、日本税理
士会連合会は、平成 14 年の 12 月に「中小会社会計基準」を公表し、平成 15 年 6 月に日本公
認会計士協会は、「中小企業のあり方に関する研究報告」を公表している92。 
 平成 14 年の商法の改正をきっかけとして、中小企業の負担の軽減を図るために、中小企業
の会計に関する検討が行われた結果、複数の会計基準が併存することとなった。このことは、
会計基準の利用者である中小企業を戸惑わせることになるという問題があったことから、平成











                                                 
90 『企業会計基準のコンバージェンスと法人税法の対応』社団法人日本租税研究協会 2011 年
11 月 50 項 
91品川芳宣「日税連『中小会社会計基準』の趣旨と役割」『税理』46 巻 6 号 2003 年 4 月 16 項 
92品川芳宣「非上場企業会計と税法との関係」『租税研究』728 号 2010 年 6 月 92 項 
93品川芳宣「非上場企業会計の新たな局面」736 号 2011 年 2 月 121 項 
94 『企業会計基準のコンバージェンスと法人税法の対応』社団法人日本租税研究協会 2011 年





































                                                 
9595品川芳宣「『中小会計要領』の制定と中小企業会計の今後の方向」『税経通信』67 巻 5 号 2012






























との調和を図るため、平成 20 年 4 月以降に締結する所得移転外ファイナンス・リース契約は
                                                 
96品川芳宣「『中小会計要領』の制定と中小企業会計の今後の方向」『税経通信』67 巻 5 号 2012
年 4 月 21 項 
97品川芳宣「商法改正と中小会社会計基準」『税研』20 巻 1 号 2004 年 7 月 35 項 
98竹中徹「『中小企業の会計に関する基本要領』の特性と制度会計における意義」『産業経理』
134 項 
99畑山紀「確定決算主義の維持を前提とした 2 会計基準・1 会計指針システム」『税務会計研究』











1 項 工事契約 
 


















て、工事期間を 2 年以上から、1 年以上に、請負金額が 50 億円以上から 10 億円以上に見直さ
れ、ソフトウェアの受注について適用範囲に追加される(法人税法施行令第 129 条 1 項)など、
                                                 






























における価額｣に改められている (法人税法施行令 28 条 1 項 2 号)。「当該事業年度終了の時に
おける価額」は、法人税法基本通達 5－2－11 において、「棚卸資産について低価法を適用する
場合における法人税法施行令 28 条 2 号に規定する『当該事業年度終了の時における価額』は、
当該事業年度終了の時においてその棚卸資産を売却するものとした場合に通常付される価額
                                                 


















3 項 リース取引 
 








                                                 
102大田達也｢最近の会計基準見直しと法人税法改正｣『税研』25 巻 1 号 2009 年 7 月 42 項 
103品川芳宣「企業会計基準のコンバージェンスと法人税法の論点」『企業会計』61 巻 4 号 2009
年 4 月 9 項 
104武田昌輔「法人税の原点を探る(第 74 回)会計基準と税務会計(2)棚卸資産の評価」『月刊税務
事例』41 巻 11 号 2009 年 11 月 82 項 
105石井泰次、小賀坂敦、小宮山賢、佐藤信彦｢座談会 リース会計基準等の設定経緯と考え方 (特












 平成 19 年のリース税制改正は、「リース取引に関する会計基準」に歩調を合わせたものであ
る108。会計基準の改正に歩調を合わせ、法人税法上も、所有権移転外ファイナンスリース取引
についても売買取引とみなされるように改正された。 














                                                 
106大島恒彦「新リース会計基準と税法の対応--所有権移転外ファイナンス・リースの取扱いを
中心として」『租税研究』713 巻 2009 年 3 月 186 項 
107石井泰次、小賀坂敦、小宮山賢、佐藤信彦｢座談会 リース会計基準等の設定経緯と考え方 (特
集 リース会計基準等の総合解説)｣『企業会計』59 巻 7 号 2007 年 7 月 
108大島恒彦「新リース会計基準と税法の対応--所有権移転外ファイナンス・リースの取扱いを
中心として」『租税研究』713 巻 2009 年 3 月 196 項 
109成道秀雄「新リース会計基準と税務対応」『税研』23 巻 4 号 2008 年 1 月 28 項 
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4 項 過年度遡及修正 
 
 平成 21 年 12 月に企業会計基準委員会から、企業会計基準 24 号「会計上の変更及び誤謬の
修正に関する会計基準」(過年度遡及会計基準)及び、企業会計基準適用指針 24 号「会計上の変
























                                                 
110金子裕子「過年度遡及処理の会計上の取扱いー実務上の主要の論点および遡及処理と見積り
との関係」『企業会計』63 巻 3 号 2011 年 3 月 58 項 
111山田康裕「過年度遡及修正による比較可能性の向上--会計方針の変更を題材として」『企業会
計』59 巻 9 号 2007 年 9 月 39 項 





















定申告書に添付する必要があるという規定が法人税法施行規則 35 条 2 号に設けられている。 
 







                                                 
113成松洋一「過年度遡及会計基準と法人税をめぐる諸問題」『租税研究』751 巻 2012 年 5 月
172 項 
114阿部晋也｢過年度遡及処理に対応する税務上の取扱いー平成 23 年度税制改正大綱を踏まえ
て｣『企業会計』63 巻 3 号 2011 年 3 月 424 項 































                                                 
116岩田健太郎、清宮陽二｢資産除去債務の会計・税務｣『税務弘報』58 巻 3 号 2010 年 3 月 23
項 
117鈴木一水｢資産除去債務の当初測定｣『企業会計』61 巻 10 号 2009 年 10 月 33 項 





れることになった。平成 14 年 8 月に企業会計審議会から｢固定資産の減損に係る会計基準｣が


















価額との差額に達するまでの金額については、損金算入が認められる(法人税法 33 条 2 項)。 
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第 3 節 国際会計基準への会計基準と法人税法の対応 
 
























 一方で IFRS においては、減価償却方法について、使用される方法は、将来の経済的便益が
企業によって消費されると予測されるパターンを反映する物でなければならないとされてお
                                                 
127原省三「法人税法と商法、企業会計の相互関係と今後調整すべき課題について」『税務大学
校論叢』51 号 2006 年 6 月 492 項 
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129品川芳宣「トライ・アングル」『税務弘報』54 巻 4 号 2006 年 4 月 88 項 
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り(IAS16 号 60 項)、少なくとも各事業年度末には再検討を行い、もし資産に具現化された将
来の経済的便益の予測消費パターンに大きな変更があった場合には、変更されたパターンを反




























                                                 
130 『企業会計基準のコンバージェンスと法人税法の対応』社団法人日本租税研究協会 2011




































第 3 章 米国及びドイツ、CCCTB における企業会計と税法の関係 
 
第 1 節 米国における企業会計と税法との関係 
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月 244  
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136坂本雅士「アメリカ内国歳入法における「会計方法の総則」についてーIRC 第 446 条にみる
企業会計依存の視点」『産業経理』61 巻 1 号 2001 年 86 項 
137 IRC§472(c) 翻訳 永田守男「米国税法における後入先出法の行方」『財務会計研究』4 号
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に対応するための税制改正として、1984 年 1 月、レーガン大統領は、税制の公平・簡素化・
経済成長への刺激を強調した大胆な税制改正の方向を提案している。これに関しては、その後、
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 過度な資産種類別耐用年数制度(ADRS:Class Life Asset Depreciation Range System)によ
って法人所得税による歳入が減少しており、企業が投資をする際の意思決定をゆがめることに










は、100 社以上の主要会社が 1981 年から 1985 年にかけて、企業会計上は利益を計上してい
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エンロンは、1985 年から、2001 年まで連結納税を行っていたものの、 米国議会課税合同委
員会(JCT:the joint Committee on Taxation)によると、エンロンは 1990年から 1995年までに、
約 3 億 2500 万ドルの連邦法人税を納付していたが、1996 年から 1999 年まで、まったく納付
をしておらず、2000 年に 31 億ドルの純営業損失を繰り越し、これを利用して 6320 ドルを納
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(1) Schedule M-1 による開示 
 
1964 年に導入された差異の要因を示す明細書(Reconciliation of Income (Loss) per Books 
















                                                 




















出展 白須信弘『新版アメリカ法人税法詳解』中央経済社 2002 年 4 月 45 項 
 
Schedule M-1 に関する批判としては、まず、出発点である帳簿純利益の定義が規定されて
いないというものがある。Charles Boynton と Lillian Mills は、2000 年の ScheduleM-1 によ
る情報開示による不完全さを証明するため、2000 年の 2,548 社をサンプリングし分析を行っ
ている。分析によると、帳簿利益と財務諸表利益がほぼ同額な法人は 1070 社である。資産規














 a 減価償却費 
 b 寄付金繰越 
 c 旅費および交際費 
6．1 から 5 までの合計金額 
7．本課税年度の財務会計上の利益に計上されている項目で課税所得に含めない項目と
金額 
  免税利子 
8．本課税年度の財務会計上費用とされていない項目で損金として控除される項目と金
額 
9．7 から 8 までの合計額 



















した Schedule M-1 の改定が行われることとなった168。 
 
(2) Schedule M-3 の導入 
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 O’Nell と Pitt は、ともに Grassley の考え方には、否定的な見解を述べている。ただし、O’Nell
は、複雑な税情報の開示が不適切な処理を抑止するための手段として機能する状況は考えられ
ないとしつつも、企業会計と法人税との相違をいくつか排除することや、法人税申告所に添付
される Schedule M-1 に一定の変更を加えることを検討する必要があるとしている171。 
Grassley の書簡を契機として、法人税申告書の公開に関する議論が盛んに行われるようにな
り、この議論を背景として、財務省と内国歳入庁の共同チームが組織され、Schedule M-1 の
変更に関する動きがとられることになる。その後、2004 年 1 月に Schedule M-3 の草案が作成
され、2004 年 10 月に確定版が発表されることになった。 
Schedule M-3 の目的は、財務会計の利益と課税所得の相違をより透明化することで、取引
に従事し、税務調査の対象となる納税者を識別する情報を適切に提供できるようにすることで
ある。Schedule M-1 の問題を解決するため、Schedule M-3 では、様々な対応がとられている。
例えば、Schedule M-1 では、帳簿利益の内容が曖昧だったことから、Schedule M-3 では、そ
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3 項 まとめ 
  
 米国においては、内国歳入法第 446 条や後入先出法といった帳簿一致の要件が存在する。内
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第 2 節 ドイツにおける企業会計と税法との関係 
 




 ドイツにおいては、「商事貸借対照表の税務貸借対照表に対する基準性の原則」(Pronzip der 





 資本会社の場合、その利益計算は、所得税法第 5 条 1 項に基づいて行われる。基準性の原則
について、所得税法第 5 条第 1 項の 1 文で、｢事業経営者で、法律上の規定に基づいて帳簿を
記帳し、かつ、定期的に決算書を作成する義務を負う者、または、当該義務なしに帳簿を記帳
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た貸借対照表現代化法(BilMoG)により達成されている。改正に伴い、HGB の基準が IFRS に
























 また、EU は、IFRS に関して、基準については、重要でない点を除いて、会計指令と IAS
の間に、矛盾する重要な相違は存在しないことから、EU の会計指令は、IAS の無条件な適用
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この改正では、2005 年 1 月 1 日以降、資本市場的指向企業(上場企業又は、上場申請中の企
業)については、EUが承認する IFRSによって連結財務諸表を作成することが義務づけられた。
これにより、1998 年の KapAEG で 2004 年末の期限付きで認められていた米国基準による連
結決算書でのドイツ商法に基づく連結決算書の代替は認めないことになった。そのため、1998
年の KapAGE により、2 種類の決算書を作成する手間と費用をかけなくてよくなっていた米
国の資本市場に上場するドイツ企業は、再び IFRS に準拠する連結決算書と、米国基準による
連結決算書を作成しなければならなくなった。 
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(1) BilMoG 成立までの経緯 
 











ドイツの会計基準の国際化を進めたが、2005 年の DSR の提案は個別計算書類と｢非資本市場
指向企業｣が作成する連結計算書類の基準であるドイツの商法の会計基準に関して、IFRS の考
え方を取り入れることを目指していた198。 
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(2)  BilMoG の意義 
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 BilMoG の目的の一つに、商法会計の内容を IFRS に近づけ、年度決算書の情報提供機能を
向上されることがあった。ドイツでは逆基準性が存在することから、商法の計算規定の中に税
法に対応する規定がおかれていた。この規定は、逆基準性に関する規定である。こうした逆基
準性に関する商法上の規則は BilMoG によって廃止されることになった。例えば、商法第 247
条第 3 項と、第 273 条、第 280 条が削除され、第 254 条は、ヘッジ会計の規定に変更がなさ
れている。 









                                                 
206翻訳 遠藤一久、石原肇、川口八州雄、鈴木義夫、千葉修身翻訳『現代ドイツ商法典』森山
書店 1993 年 11 月 22 項 
207翻訳 遠藤一久、石原肇、川口八州雄、鈴木義夫、千葉修身翻訳『現代ドイツ商法典』森山
書店 1993 年 11 月 86 項 
208齋藤真哉、古田美保「国際関連情報 主要国の会計と税務に関する実態調査(その 2)ドイツと
フランス」『会計基準』23 号 2008 年 12 月 253 項 
 73 
 




消された場合には、評価額をもとに戻さなければならない (HGB 第 280 条第 1 項)。とする規
定が置かれていた。しかし、税法上、課税所得の計算において、その低い価額をしている場合






逆基準性の原則に関しては、所得税法に関する改正も行われている。所得税法第 5 条第 1 項
第 1 文は、改正後は、「事業経営者で、法律の規定に基づいて帳簿を記帳し、かつ、定期的に
決算書を作成する義務を負う者、または、当該義務なしに帳簿を記帳し、かつ、定期的に決算




この条文に関して、改正前の条文では、所得税法第 5 条第 1 文および 2 文について、｢事業
経営者で、法律上の規定に基づいて帳簿を記帳し、かつ、定期的に決算書を作成する義務を負
う者、または当該義務なしに帳簿を記帳し、かつ、定期的に決算書を作成する場合には、経済
年度末に、事業用財産(第 4 条第 1 項第 1 文)を計上しなければならない。｣第二文｢当該利益計
算算定の場合における税法上の選択権は、商法上の年度貸借対照表と合致した形で行使しなけ
ればならない。212｣としていた。 
 改正前と改正後の条文を比較すると、最後の部分が異なっている。変更前の所得税法第 5 条
第 1 項第 2 文の記述が削除され、その代わりに、「ただし」以下の記述が加わっている。変更
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3 項 ドイツにおける企業会計と税法の関係について 
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第 3 節 CCCTB における税法と企業会計の関係 
 
2001 年 10 月に EC(European Commission)は、『域内市場における法人課税』(Company 








れるようになった。1960 年の Neumark による域内の税制度についての研究報告(The 
Neumark Report)や、1975 年の欧州委員会による域内税制に関する欧州指令の提案や、1984
年や 1985 年の損失控除に限定した欧州指令の提案など、様々な検討や提案がなされていた。
その後も 1991 年には国境を越えた損益控除(Cross Border Loss Relief)に関する欧州指令の提
案、1992 年の法人税に関する報告書の作成(Report of the Committee of Independent Experts 
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CCCTB は IFRS とは公式な結びつきは存在しないとされる。これに関して、青山慶二教授
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は、指令書が、IFRS を適用している EU から提案されているにもかかわらず、それとは無関
係に構成されている点を指摘している219。強制的に適用される規定ではなく、第三国の法人の
恒久的施設も対象となるといった事情があるとともに、制度の明確性や、簡便性の観点から
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第 4 章 確定決算主義のあり方 
 
確定決算主義は、①商法上の確定決算に基づき課税所得を計算し、申告すること(法人税法
74 条 1 項)や、②課税所得計算において、決算上、費用又は損失として経理されていること(損
金経理)等を要件とすること(法人税法 2 条 25)、そして、③別段の定めがない場合は、一般に
公正妥当な会計処理の基準に従って計算する」こと(法人税法 22 条 4 項)の 3 つの要素から構
成されている。 
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請が盛んになされた。BilMoG により、HGB の個別基準を IFRS に近づけることに伴い、逆基








損金経理の緩和を行う際に用いられる基準としては、平成 23 年 12 月の税制改正が参考にな
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関する新たな規定が導入されている。変更後の所得税法第 5 条第 1 項第 1 文においては、必ず
しも商法会計と、税法が合致していなくてもよく、税務上の選択権を商法会計とは別に行使で
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